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飛べ！百年へ 
確かな翼にのって･･･ 

時は１９６８年、自由と人権を護る砦の一つを

めざして５人の弁護士が手を結びました。名古屋

第一法律事務所の物語の始まりです。以来半世紀

５０年を各界各層の皆様と共に積み重ねた現在、

多士済々３１名の弁護士と３２名の事務局員の合

同力に。一同、ふり返って創業の初心に思いを馳

せ次なる５０年に臨みます。 

〝ＮＥＸＴ５０〟の始まりです。 

２０６８年、それはどんな社会？人口減少によ

り社会が衰退すると描きたて、長生きを望まず貧

しく生活することを強いる向きもあります。 

それでよいのでしょうか。 

肝心なことは、先々の予想に終始するだけでは

なく、先々を創ること。 

「私たちは、すべての人が個人として尊重され

る、人にやさしい社会を作ることをめざし････世

 代を継いで、人と社会に貢献します。」

これは当事務所の目的・理念の前文。遺伝子の

核心です。 

５０年後の１００周年のその時、三桁を超える

所員でその態勢を築いていることでしょう。これ

までの５０年に培われた〝第一ＤＮＡ〟を受け継

ぐ現在の中堅・若手層が、次々と若者を迎え入れ

て共に育ちあい世代を繋いでいくに違いありませ

ん。先進諸国で見られるように、裁判だけでなく

ＮＰＯなど様々な機関・機構に出向して鶴翼を拡

げ、多角的に使命を果たしあっている姿が目に浮

かびます。 

この国で生きるすべての人々と共に「人にやさ

しい社会」を築きあう名古屋第一法律事務所の物

語は、長い歴史からすればまだ始まったばかりで

す。 

飛べ！ 百年へ、確かな翼にのって･･･ 
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名古屋第一法律事務所って、どんな事務所？ 

Ⅰ  人権、平和、民主主義を守り、発展させる活動を進める 

Ⅱ  幸せと繁栄のために最善の法的サービスを提供する 

Ⅲ  個性を尊重し、内外のネットワークを築き、世代をつなぐ 

Ⅳ  所員が主体的・民主的に事務所運営に関わっている 

Ⅴ  「目的・理念」と「経営計画」を持っている 

皆さまには私たちの事務所はどのように見えているでしょうか。名古屋第一法律事務所の

特徴を５つにまとめてみました。 

５ ０ 周年を迎えた私たちの事務所をより知っていただければと思います。 

 

、人権 、平和 を守り、発展させる活動を進める 民主主義
 

 事務所は、「すべての人が個人として尊重される人にやさしい社

会｣を作ることをめざし(｢目的・理念｣前文)、｢人権を守り、平和と民

主主義の実現｣のために活動してきました。 

 数多くの労働事件や中電人権裁判など働く人の権利を守る活

動、新幹線公害、名古屋南部大気汚染事件、老朽化原発廃止事

件などの環境と健康を守る活動、大須事件、たちばな事件など権

力による弾圧との闘いなど、数え上げれば切りがありません。 

🔻
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▲ ２００８年４月名古屋高裁前にて 

Ⅰ 

Ⅰ 
 

特徴 
 

 平和を守る活動では、イラク派遣訴訟に参加し、名古屋高裁の

憲法違反判決を勝ち取りました。安倍政権が進める改憲に対して

は、日本国憲法を守る立場から、「あいち 9 条の会｣の事務局を担

当する他、大小様々な勉強会の講師を務める、事務所前で事務所

としての宣伝活動を行うなどの活動を進めてきました。 

 平和で民主主義が行き渡った社会であってこそ、私たちは安心

して、生活し、生業(なりわい)を営むことができる。私たちの生活を

取りまく環境・社会をよりよくする取組に関わり続けていきます。 
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と幸せ のために繁栄 を提供する 最善の法的サービス
 

 事務所には、生活と営業の中で直面する様々な問題につ

いての相談、依頼が寄せられます。事務所は、これらの問題

を適切に解決する、最善の法的サービスを提供することに

努めてきました。法律事務所として、最も日常的、最も基礎

的な取り組みです。 

 社会の進展、これを反映した紛争の複雑化に対応し、そ

の分野に積極的に取り組む所員(弁護士・事務局)が集まっ

た｢法務部｣を立ち上げております。これら法務部では、その

分野の勉強をする、取扱事例の経験を交流する、所外の皆

さまをお招きしたセミナーを開催する、関連業種・専門職の

方と交流するなどの取り組みを進めています。  これらの法務部をより発展させ、どのような法律

問題にも最善の法的サービスを提供できる態勢

を一層強めていきます。 

 事務局員の多くは、日本弁護士連合会の｢事

務職員能力認定試験｣に合格し、弁護士会の事

務員向け研修で講師を務めるなど、高い能力を持

っています。大規模事件では複数の事務局員が

チームを組むなど、弁護士の業務を支える大きな

力です。 

▲ 交通事故・相続後見・離婚・建築の 
４法務部が発行するＱ＆Ａリーフレット 

▲ 中小企業法務部・ＩＴ法務部のホームページ 

２００４年には、コープあいち、税理士法人オーティーエーと共同してＮＰＯ法人

「あいちあんきネット」を設立し、｢自分らしく生きる｣高齢者の支援活動を進めて

います。 

 事務局員も、さんがつ会(愛知県内の法律事務所職員の団体)、東海法労(愛

知県内の法律関連職員の労働組合)に参加し、事務職員のスキルアップ、地位

向上に努力しています。 

 所員弁護士の年齢構成は、７０歳代から２０歳代まで。世代を継いで継続する、

働き続ける事務所です。事務局員も、２０代の若手から、３０代から５０代の中堅ベ

テラン、６０歳定年を終えて嘱託で働き続ける事務局員までが活躍しています。 

🔻
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 事務所に在籍する３１名の弁護士は、公務員、民間企業勤務、学生自治会運動を経験したものなど、多様な経歴

を持ち、現在、力を入れている分野もそれぞれ異なります。それらの個性と能力を存分に発揮することができるシス

テムを構築しています。女性弁護士が７名在籍して、活躍しているのも特筆すべきことです。 

 法律業務を効率的に行うために、司法書士、税理士・公認会計士、社会保険労務士、土地家屋調査士、建築士

等の関連専門職の方々と広くネットワークを形成し、協働でセミナーを開催するなどの活動を進めています。 

 人権、平和、民主主義を守り発展させるため、自由法曹団、青年法律家協会、日本労働弁護団(東海労働弁護

団)などの法律家団体に加わり、各種民主団体・人権団体や労働組合の皆さんとも協力関係を築いています。  

を尊重し、内外の個性 を築き、ネットワーク をつなぐ 世代

Ⅱ 

Ⅰ 

特徴 
 

Ⅲ 

Ⅰ 

特徴 
 

≪現在の法務部≫ 

相続後見法務部、交通事故法務部、建築法務部、 

中小企業支援法務部、離婚法務部、労働法務部、 

ＩＴ法務部 
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と「目的理念」 を持っている 「経営計画」

創立２０周年を迎えた１９８８年、事務所の「３目的・４理念」を制定し、以後その改訂を重ね、２００７年３月

に、弁護士・事務局員全員による１年間の討議を経て、「名古屋第一法律事務所の目的と理念」を制定しま

した。国に憲法があるように、当事務所の「目的と理念」は事務所が何のために活動するのか、何を理念と

するのかの基本を定めるものです。 

 この「目的理念」を受けて、１９８８年以降、「１０か年長期計画」や、３年から５年の期間を切った｢経営計画｣

を立てています。その目標年次までに、目的理念に沿って、どこまで事務所を前進させるかの目標を定める

ものです。 

 現在は、｢２０１８年経営計画」達成に向けて努力するとともに、次期経営計画策定に向けての討議を進め

ています。 

 この｢目的理念｣｢経営計画｣を受けて、毎年３月に開く｢事務所総会｣では、年間方針、年間予算を決めて

います。 

 こうして、｢目的理念｣｢経営計画｣｢単年度方針｣に従った事務所運営に努めていることも、当事務所の大

きな特色です。 

所員が ・主体的 に民主的 に関わっている 事務所運営

 所員弁護士は、年齢、性別、弁護士経験年数の区別

なく、全員が事務所経営者として同等の権限を持ちます。

「（３０名以上の規模で）全員経営者」の事務所は全国的

にも多くありません。 

 事務局員は、法律事務の面では弁護士の補助職です

が、事務所運営にあたっては、「弁護士と事務局の協働」

を貫いています。 

 事務所の運営は、全員の弁護士で構成する「弁護士

会議」を最高意思決定機関とし、日常業務は「運営委員

会」(弁護士、事務局員各数名で構成)が執行し、全所員

が１０の部会に所属して担います。 

 事務所規模が大きくなったことを受けて、法律

事務や事務所運営の基礎単位として、「グルー

プ制」をひきました。 

 ２０１８年３月には、事務所運営の規則である

「機関規程」を改訂し、より一層、効率的で風通し

の良い事務所運営に努めています。 

弁 護 士 

Ａグループ 
弁護士 

Ｂグループ 
弁護士 

Ｃグループ 
弁護士 

▶ 
事
務
所
の
業
務
体
制
組
織
図 

法 務 事 務 局 

Ａグループ 
事務局 

Ｂグループ 
事務局 

Ｃグループ 
事務局 

経 理 
事務局 

事務局長 

庶 務 
事務局 

財政部   業務開発・広報部   事務所ニュース部 

プロジェクト・憲法政策部   業務推進部 

執務環境部   新人対策部   事務局人事部 

ＣＳ・ＥＳ・行事部   ＩＴ化促進部 

部 会 

運 営 委 員 会 

事 務 所 会 議 

弁 護 士 会 議 ◀ 

事
務
所
の
運
営
体
制
組
織
図 
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特徴 
 

Ⅴ 
 

特徴 
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名古屋第一法律事務所 

 

の 

１９６９年１０月 

 全逓名古屋中郵事件 

名古屋高裁で無罪判決 

（公務員の労働基本権 

を承認） 

１９７１年５月 

 津地鎮祭訴訟 

名古屋高裁で違憲判決 

（政教分離原則を確認） 

 

１９７３年７月 

 事務所移転 

（名古屋市中区丸の内 

三丁目、松井ビル） 

１９７４年３月 

 新幹線公害訴訟、提訴 

１９７５年５月 

 中電人権裁判、提訴 

（思想差別是正を求める） 

 

１９７６年１２月 

 たちばな事件 

（公選法違反で弾圧） 

名古屋第一法律事務所創立 

（弁護士５名、事務局２名） 

１９７０年 

「７０年安保」 

１９７１年 

 「司法反動」の 

動き強まる 

１９７２年５月 

 沖縄、本土復帰 

１９７５年４月 

 ベトナム戦争終結 

１９７６年２月 

 ロッキード事件 

１９６８．６ 

１９７８年９月 

 大須事件 

最高裁有罪決定 

（デモ行進不動弾圧） 

 

１９７８年１２月 

 事務所移転 

（名古屋市中区丸の内 

二丁目、三博ビル） 

１９７９年１月 

 事務所 

「機関規程」施行 

１９８４年５月 

 事務局員 

「就業規則」施行 

１９８６年４月 

 新幹線公害訴訟、和解 １９８７年４月 

 国鉄分割民営化 

ＪＲ発足 

創立１０周年 

（弁護士１０名、事務局９名） 

１９８５年９月 

 日米プラザ合意 

１９７８．６ 

１９８９年 

 労働戦線の再編成 

１９８９年３月 

「社会主義」体制崩壊 

冷戦終結 

１９８９年４月 

 消費税スタート（３％） 

１９９２年 

 バブル経済崩壊 

１９９３年８月 

 細川連立内閣発足 

（３８年ぶりの非自民党 

政権) 

１９９５年１月 

 阪神淡路大震災 

１９９５年３月 

 地下鉄サリン事件 

創立２０周年 

『駆けつ転びつ』発刊 

（弁護士１３名、事務局１１名） 

１９８８年６月 

「３目的・４理念」制定 

１９８９年３月 

 名古屋南部大気汚染 

公害訴訟、提訴 

１９９７年１１月 

 中電人権裁判 

名古屋高裁で勝利和解 

１９９１年１２月 

 ソ連崩壊 

１９９０年１月 

 消費者行動ネット 

ワーク（ＣＡＮ）設立 

１９９９年５月 

 インターネット 

ホームページ開設 

２０００年８月 

 大連事務所開設（中国） 

２００１年８月 

 名古屋南部大気汚染公 

害訴訟、名古屋高裁で 

全面解決和解 

２００７年３月 

「名古屋第一法律事務所 

の目的と理念」制定 

（１０か年長期計画策定） 

２００８年４月 

 自衛隊イラク派遣訴訟、 

名古屋高裁で違憲判決 

２０００年９月 

 東海豪雨 

２００３年７月 

 イラク特措法成立  

２００１年９月 

 アメリカで 

｢同時多発テロ｣ 

（９．１１事件) 

２００３年１２月 

 自衛隊イラク派兵 

開始  

創立３０周年 

１０か年長期計画策定 

（弁護士１４名、事務局１８名） 

１９９８．６ 

２００８年９月 

 リーマンショック  

２００９年９月 

 民主党政権発足 

（～２０１２．９）  

２０１１年３月 

 東日本大震災 

東電福島原発事故  

２０１２年１２月 

 第２次安倍内閣発足  

２０１８年３月 

 「機関規程」改訂 

２０１３年３月 

「２０１６年ビジョン」 

策定 

創立４０周年 

（弁護士２５名、事務局３２名） 

２０１５年９月 

 「戦争法」成立  

２０１６年３月 

 ３か年計画策定 

 

２０１０年４月 

Ｃネット東海 

適格消費者団体認定 

（２０１３年内閣府 

特命大臣表彰） 

２０１３年８月 

司法修習生の給費制 

廃止違憲訴訟提訴 

２０１４年７月 

ブラックバイト対策 

弁護団あいち結成 

２００８．６ 

名古屋第一法律事務所 目的と理念 

１．権力や社会的強者に対しても臆する

ことなく果敢に挑み、人権を守り、平

和と民主主義の実現をめざします。 

２．私たちに関わる人々の幸せと繁栄を

願い、最善の法的サービスの提供に努

めます。 

３．広くて薄い時代認識を持ち、時代の

先駆けの役割りを果たします。 

４．所員各自の豊かな個性と得意分野を

活かすとともに、内外のネットワーク

構築に努め総合力を発揮します。 

５．コミュニケーションを大切にし、互

いを尊重して、主体的・民主的に事務

所を経営、運営します。 

６．働きがいのある職場づくりに努め、

仕事を通じて自らを成長させ、幸せな

人生を築きあげます。 

１９８８．６ 

私たちは、すべての人が個人として尊重される、人にやさしい社会を作ることを

めざし、次の目的と理念を掲げて、世代を継いで、人と社会に貢献します。 

２０１８．６ 
創立５０周年 

（弁護士３１名、事務局３２名） 



 
 
 
 
 
 
  

なぜ、今、憲法９条を変えるの？ 

 

安倍９条改憲、分からないことがいっぱい・・・ 

 ｢自衛隊を憲法上の存在に」 

 安倍首相は、｢違憲でも、命を張れというの
は無責任」だとして、自衛隊を憲法上の存在
にしようと主張しています。でも、自衛隊が
生まれて６４年。ずっと平和だったのに、ど
うして今、自衛隊を憲法上の存在にする必要
性があるのか全く明らかではありません。 
 

自衛隊を憲法上の存在にしても、北朝鮮がミサイル

を撃つのを止めるとは思えませんが、その点は置くと

して、１機１０００億円もするイージスアショアでも、

我が国全土を守ることはできません。飛んでくるミサ

イルの高度も分からなければ、位置も分からないから

です。安倍首相が言ったように、ミサイル攻撃に対抗

するには先制攻撃で、敵のミサイル発射基地を叩くし

かないのです。しかし、これは自衛力ではありません。 

  北朝鮮は、確かに何度もミサイルを撃っていますが、

日本をめがけて撃ったことは１度もありません。安倍

政権は、北朝鮮が「襟裳岬沖２０００キロ地点にミサ

イルを撃った」として、アラームを鳴らせましたが、

２０００キロは、東京と北京の距離です。アラームを

鳴らす意味は全くありません。安倍政権が、北朝鮮の

脅威を利用しているとしか考えられません。 

 それでは、どういう場合に北朝鮮が日本めがけてミ

サイルを撃ってくるのでしょうか。それは、アメリカ

が北朝鮮に軍事力を用い、日本がそれに協力した時で

はないでしょうか。集団的自衛権こそ、ミサイルの飛

来を呼び込む危険性を持っているのです。 

 安倍首相は、北朝鮮の核開発やミサイルの発射に対

し、「圧力を加える」と言い続けましたが、南北首脳

会談が行われ、北朝鮮とアメリカとの協議が目前とな

り、日本は「蚊帳の外」です。いまや、安倍首相の言

っていた「北朝鮮の脅威」が９条改憲を実現するため

の嘘であったことが明らかになっています。 

北朝鮮がミサイルを撃ってくるから、自
衛のための軍事力の保持は、憲法上明記
すべきなんじゃないの？ 
 

  国民投票をするのには、８５０億円かかると

言われています。何も変わらないのにこんなに

お金を使うのは無駄遣いの最たるものです。 

 書き込まれる「自衛隊」の実像を知る必要性

があります。安保法制成立後の自衛隊は、専守

防衛の自衛隊ではありません。アメリカの戦争

を助けるために、海外で集団的自衛権を行使す

る実力部隊です。自衛隊が、憲法に書き込まれ

れば、安保法制が違憲だという批判は成り立た

なくなりますし、海外でも無制限に戦争のでき

る国になります。国家機密は横行し、報道の制

限も一層進むでしょう。軍事費が増大すること

は明らかで、社会保障費が削られます。将来的

には徴兵制、徴用制も正当化されます。すなわ

ち、憲法９条２項は死文化します。 

 

 今、安倍９条改憲を止めさせるために３０００万人署名が取り組まれていま

す。国民投票運動には、お金の規制はないので、お金をもっているものがマス

コミを買い占めることができますし、国民投票の制度も穴だらけです。ですか

ら、発議をさせないことが重要であり、３０００万人署名は、発議をさせない
ためのものです。 

しかし、３０００万人署名は、そうやさしいものではありません。消費税増

税反対なら、すんなり協力してくれる人でも、憲法改正の問題となると、なか

なか署名してくれません。憲法って、身近な話題にはのぼらないし、憲法と法

律の違いも知らない人も多いと思います。議論を恐れないことが大事だと思い

ます。「３０００万人署名」をきっかけに、憲法って何なのかを考えましょう。 

 

ひどい！ 

私たちはどうしたらよいの？ 

Ｑ ＆ Ａ 

でも、９条の１項、２項は変えな
いで、自衛隊を書きこむだけなら、
何も変わらないんじゃないの？ 

Ｑ４ 

なぜ、今、憲法９条を変えるの？ 
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法律相談案内＆事務所アクセス 

・地下鉄桜通線 丸の内駅下車③番出口より
徒歩 1分です。 
・地下鉄桜通線 丸の内駅の改札口を出て地
上へのエレベーターで上がりすぐ右のビルです。 

お気軽に 
お問い合わせください 

052-211-2236 
平日 9:00～18:00 
土曜のご相談も承ります。 
前日までにお電話・WEB
にてご予約下さい。 

今後の事務所ニュースにつき、送付先の変更・発送取りやめの希望等ございましたら、 
当事務所（TEL：052-211-2236）までご連絡下さい。 

法務事務局 

柴田 佑花 

初めまして。柴田佑花と申します。 
出身は三重県桑名市です。愛知県

立大学外国語学部中国学科を卒業し
ました。就職活動を始めた時から人の
助けになるお仕事につきたいと思ってい
ましたが、ご縁がありこちらの事務所で
働くと決まり事務所の方や業務に触れ
るうち、その思いがさらに深まりました。 
法学部ではない私にとっては今年が

一からのスタート、事務所としても 50周
年と記念となる年でもあるので、先輩方
やお客様、関わる方々からたくさんのこと
を吸収し、皆様のお役に立てる所員と
なれるよう一生懸命過ごしていきたいと
思います。宜しくお願い致します。 

法務事務局 

太田 愛里 

はじめまして。こんにちは。 
法務事務局員として入所致しまし

た太田愛里と申します。愛知学院大
学を卒業しました。出身は名古屋の
ベッドタウンである蟹江町です。趣味
は海外旅行です。 
名古屋第一法律事務所が誕生

して 50 周年という節目の年に入所
できたことを嬉しく思います。スポンジ
のように多くのことを吸収し、成長して
いきたいと思っております。ご迷惑をお
かけするかと思いますが、ご指導の程
よろしくおねがい致します。 

庶務事務局 
せきの 

關野 祐未 

 １月１６日より入所しました關野
祐未と申します。前職は靴メーカーで
クレーム担当をしておりました。 
以前の職業脳が抜けきっておら

ず、「債務整理」が「タイムセール」と
聞こえたり「お電話ありがとうございま
す！」と受電したりと、至らぬ点の多
い私ですが、事務所の方々の温かい
ご支援の元、楽しく働かせていただい
ています。１日でも早く皆様のお力
添えが出来るよう努めて参りますの
で、ご指導ご鞭撻の程、宜しくお願い
致します。 

介 紹 Introduction 
New Face 


